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１．国内電信の始まり 

 明治政府は、当初より電信事業の導入に前向きであっ

た。明治２年(１８６９)東京と横浜間に電信線を敷設し、国

内電報が開始された。 

明治３年(１８７０)にはデンマーク政府特使の J・シッキが

来日し、寺島宗則外務大輔と、日本への国際海底ケーブ

ルの陸揚げに関する予備交渉を行った。 

国際海底ケーブル敷設に関しては、技術も資金も無か

った明治政府は、北欧からシベリアを経て極東までの長

距離電信網を持つ大北電信会社と海底ケーブルの陸揚

げ交渉を行った。 

 この時の日本側代表は、澤宣嘉外務卿（前初代長崎府

知事）と寺島宗則であった。 

大北電信会社側は、当初、横浜・大坂・長崎の三ケ所

への陸揚げを希望したが、交渉の結果、明治３年(１８７０)

８月に長崎と上海間、長崎とウラジオストック間の敷設で合

意した。 

 

２．大北電信会社について 

大北電信会社は、１８６９年（明治２）６月にデンマーク国

コペンハー

ゲンで国際

通信社を目

指して創業

された。 

上記の合

意 に 基 づ

き、明治３年

(１８７０ )１０

月までに長

崎港の地形

を実測した

結果、港口はケーブルを敷設するには不適と分った。周

辺を調査し、明治４年(１８７１)２月に小ヶ倉千本にケーブ

ル陸揚庫を建設した。 

小ヶ倉に陸揚げされた電信線は、道路沿いに建てられ

た６５本の電信柱で繋がれ、大北電信長崎支店が開設さ

れていた、外国人居留地内にある長崎下り松のベルビュ

ーホテルの一室に引き込まれた。 

これにより長崎と上海間は、明治４年６月に、長崎とウラ

ジオストック間は、同年１１月に通信を開始した。 

明治４年長崎支店で業務を開始した当時の職員はデン

マーク人４名であった。 

明治１３年(１８８０)初めて日本人職員が採用され、以降

数多くの日本人が従事した。 

 

３．国際電信の運営 

長崎に届いた国際電信は、明治６年(１８７３)４月までは、

飛脚等で横浜まで運んだので、７～９日間を要した。 

そこで明治政府は、国際電信に対応して横浜と長崎間

の電信事業を日本側で早急に開始することを決定し、電

信線の架設に着工した。 

 工事は、関門海峡の海底ケーブル敷設等多くの難工事

であったが、明治６年２月に完成、同年４月に長崎電信局

を開設して横浜までの通信を開始した。          

その後、明治１１年(１８７８)東京木挽町に電信中央局を

開設して、日本側で国際電信も取り扱うこととした。 

明治政府は、長崎と釜山間のケーブル敷設と引換えに、 

明治１５年(１８８２)大北電信会社に日本とアジア間の国際

通信独占権を与えた。以後、大北電信会社は、昭和１８年

(１９４３)の海底線の業務廃止まで日本の国際通信の独占

を続けた。 

国際通信が始まったことにより、大北電信会社が日本

に様々な情報を伝え、例えば対外貿易の振興、日本の通

信業の発達に寄与した功績は大きいものがある。 

海底ケーブルで遅れをとった日本は、無線による電信

の開発を熱心に進め、日露戦争ではその威力を発揮した。

日本海海戦で、仮装巡洋艦｢信濃丸｣から旗艦「三笠」に

「敵艦見ゆ」の第一報が届いたことが日本を勝利に導いた

といわれている。   

 

本稿は令和５年５月例会の発表要旨である。   
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